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１．定期報告制度におけるドローンによる赤外線調査と外壁調査
ガイドライン
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１．定期報告制度におけるドローンによる赤外線調査と外壁調査ガイドライン

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_tk_000161.html引用HP
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ガイドラインの【重要ポイント】

①適切な技術者による調査

②赤外線調査の適用条件の遵守

③打診との併用による有効性の確認

④ドローンの安全飛行のための対策

⑤日射の状況等に応じた適切な実施

○『定期報告制度における赤外線調査（無人航空機による赤外線調査を含む）による外壁
調査 ガイドライン』を取りまとめ、ドローンによる外壁調査等をテストハンマーによる打診
と同等以上の精度で実施するために必要な事項を定め、広く周知している。

令和4年3月29日付け 国土交通省住宅局建築指導課長・参事官（建築企画担当）通知
「建築基準法施行規則の一部を改正する省令等の施行について（技術的助言）」

3．（2）打診と同等以上の精度を有する無人航空機による赤外線調査 （抜粋）

「打診と同等以上の精度の判定にあたっては、一般財団法人日本建築防災協会が設置した学識経験

者等による委員会（「 赤外線装置を搭載したドローン等による外壁調査手法に係る体制整備検討委員

会）」）において取りまとめられた「定期報告制度における赤外線調査（無人航空機による赤外線調査を

含む）による外壁調査 ガイドライン」（中略）を参考とされたい。」

外壁調査ガイドライン紹介動画

30秒版 10分版

１．定期報告制度におけるドローンによる赤外線調査と外壁調査ガイドライン
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定期報告制度における赤外線調査（無人航空機による赤外線調査を含む）
による外壁調査ガイドライン

（赤外線装置を搭載したドローン等による外壁調査手法に係る体制整備検討委員会 令和４年３月）

１．総則
1.1 目的
1.2 適用範囲
1.3 用語の定義

２．実施者
2.1 赤外線調査の実施者
2.2 ドローンによる赤外線調査の実施者

３．赤外線調査
3.1 赤外線調査の概要
3.2 赤外線調査の適用条件の把握

3.2.1 適用条件
3.2.2 打診との併用の必要性

3.3 事前調査
3.4 調査計画書の作成
3.5 調査の実施（打診との併用による確認を含む）
3.6 熱画像による浮きの判定
3.7 報告書の作成

４．ドローンによる赤外線調査
4.1 ドローンによる赤外線調査の概要
4.2 ドローンによる赤外線調査の適用条件の把握及び

飛行の可否と安全対策の検討
4.2.1 ドローンによる赤外線調査の適用条件
4.2.2 打診との併用の必要性
4.2.3 ドローンの飛行の可否と安全対策  

4.3 事前調査
4.4 調査計画書の作成
4.5 調査の実施（打診との併用による確認を含む）
4.6 熱画像による浮きの判定
4.7 報告書の作成

外壁調査ガイドライン

【目次】 

１．定期報告制度におけるドローンによる赤外線調査と外壁調査ガイドライン
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操縦者 補助者 保安員

補助者
「赤外線調査」の
実施体制

外壁調査実施者

「ドローンによる赤外線調査」
の実施体制 ドローン調査安全管理者

赤外線調査実施者

「定期報告制度における赤外線調査（無人航空機による赤外線調査を含む）による外壁調査
ガイドライン」における赤外線調査及びドローンによる赤外線調査の実施体制の例

実施者 役割 資格 あるいはガイドラインの解説に記載されている推奨されている者

外壁調査実施者 外壁調査全体の統括、告示に
基づく判定を行う。

１級建築士もしくは２級建築士又は建築物調査員資格者証の交付を受
けている者。

赤外線調査実施者 赤外線調査の統括者。熱画像
の撮影、分析、浮きの判定を行
う。

例えば、（一社）日本非破壊検査協会が実施している JIS Z 2305非破壊
試験-技術者の資格及び認証（TT：赤外線試験技術者）の適格性証明
（免許証ではない）がある。

ドローン調査安全管理者 ドローンの管理・運用に関する
統括者。飛行可否判断・安全管
理を行う。

例えば、（一社）日本建築ドローン協会で実施している建築ドローン安全
教育講習会を修了した者が就く建築ドローン飛行管理責任者が挙げら
れる。

操縦者 本ガイドラインに基づきドローン
の操縦を実施する者。

ドローンの飛行技術について熟知した操縦経験を有する者。

外壁調査ガイドライン／２．実施者

１．定期報告制度におけるドローンによる赤外線調査と外壁調査ガイドライン
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外壁調査ガイドライン／4.2.3 ドローンの飛行の可否と安全対策

衝突リスクへの対応例

○下記の事項等を事前調査により確認
・対象建物条件
（建物高さ、建物からの離隔距離等）
・その他周辺の環境条件
（電波環境、障害物等）

○ ドローンの安全飛行が可能と
なる安全装置や安全管理対策
を講じる。

ドローンの飛行位置の決定に影響を及ぼす条件の例

（係留装置の活用）

１．定期報告制度におけるドローンによる赤外線調査と外壁調査ガイドライン
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第１章 建築分野におけるドローン活用の基礎
第２章 ドローンの活用に関わる建築知識
第３章 ドローン技術と安全運用
第４章 ドローンを活用した建築物の施工管理
第５章 ドローンを活用した建築物の点検・調査等

JADA「建築ドローン安全教育講習会」

ドローン
関係者

建物
関係者

【教材】建築物へのドローン活用のための安全マニュアル

JADA建築ドローン安全教育講習修了者は、
JADA「建築ドローン飛行管理責任者」として担当する。

座学による講習（Web）

＋

❶JADA「建築ドローン安全教育修了者」

JADA-JUIDA連携「ドローン建築物調査安全飛行技能者コース」

＜座学講習＞ 
・安全管理・撮影の知識
・係留の基礎（1点係留、2点係留）
・ドローン飛行計画書の作成の知識

＜実技講習＞
・安全管理
・飛行技術
・撮影技術
・係留技術

❷JUIDA「操縦技能証明証保持者」
 JUIDA「安全運航管理者証明証保持者」

（※❷は無人航空機操縦者技能証明でも代替可能）

❸JADA-JUIDA「ドローン建築物調査安全飛行技能者」

※受講条件❶＋❷を保有している者

合格

合格

＜目的＞
・建築物の外壁点検・調査における安全な飛行と撮影技術を習得
・建築基準法12条：定期報告制度のドローンによる外壁調査「操縦
者」の育成

２．「外壁調査ガイドライン」に基づいたドローンに関わる実施者育成

外壁調査ガイドラインに基づいたドローン調査安全管理者と操縦者の育成

ドローン調査安全管理者
（⇒建築ドローン飛行管理責任者）

操縦者
（ ⇒ドローン建築物調査安全飛行技能者）

*JADA：（一社）日本建築ドローン協会、JUIDA：（一社）日本UAS産業振興協議会

建築ドローン飛行管理責任者
（建築物を対象にドローン
業務を担当する責任者）
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本マニュアルは、JADA建築ドローン飛行管理責任者が習得すべき建築物を対象としてドロー
ンを安全に運用するために作成された。

【技術編】①適用範囲、関係法令の基礎、活用への課題、②ドローンに関わる建築知識、

③ドローンの制御技術・搭載機器、安全運用

【実用編】ドローンを活用した建築物の④施工管理、⑤調査における安全管理と計画・手順

建築物へのドローン活用のための安全マニュアルの構成

「建築物へのドローン活用のための安全マニュアル」の目的と構成

第１章 建築分野におけるドローン活用の基礎

第３章 ドローン技術と安全運用

技術編

第５章 ドローンを活用した建築物の点検・調査等

第４章 ドローンを活用した建築物の施工管理実用編

第２章 ドローンの活用に関わる建築知識

２．「外壁調査ガイドライン」に基づいたドローンに関わる実施者育成
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JADA/JUIDA「ドローン建築物調査安全飛行技能者コース」カリキュラム

日 項目 内容

１日目 座学

安全管理・撮影の知識 事前調査、調査の実施、報告書の作成

係留の知識 係留の基礎、1点，2点係留装置

ドローン飛行計画書の作成の知識 事前調査、ドローン飛行計画書への記入、正答確認

２日目
３日目

実技

安全管理 事前調査、規制材設置・撤去、機体確認

飛行技術 ドローンの点検、撮影方法の確認、

撮影技術
カメラの設定、可視画像撮影、赤外線画像撮影、
それぞれの飛行方法、ドローンと外壁の向き、離隔、飛行速度等を
ターゲットを撮影することにより確認

係留技術
１点係留（人力、係留装置の操作、飛行）
２点係留（飛行体験）

考査 飛行技能の考査 安全及び撮影技術に関する技能の確認（合否）

【問い合わせ先】 日本UAS産業振興協議会（https://uas-japan.org/gaiheki/）、 ミラテクドローン（ https://www.miratecdrone.co.jp/service/drone_school/ ）

２．「外壁調査ガイドライン」に基づいたドローンに関わる実施者育成

係留操作者補助者

操縦者（JADA/JUIDA
ドローン建築物調査安
全飛行技能者）

ドローン調査安全管理
者（JADA建築ドローン
飛行管理責任者）

連携

外壁調査における2点係留装置の利用とその連携体制
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デジタル庁 類型3：ドローン、3D点群データ等を活用した構造物等の検査の実証

３．定期調査報告制度に関わる建築ドローン環境整備状況

引用HP：デジタル庁
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３．定期調査報告制度に関わる建築ドローン環境整備状況

デジタル庁 類型3：ドローン、3D点群データ等を活用した構造物等の検査の実証
引用HP：デジタル庁
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建築物の定期調査報告における調査及び定期点検における点検の項目、方法及び結果の判定基準並び
に調査結果表を定める件等の一部を改正する告示について（周知）、国土交通省住宅局、R6年6月28日

引用HP：
国土交通省住宅局

３．定期調査報告制度に関わる建築ドローン環境整備状況
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４．参考資料：建築研究所におけるドローン関連研究
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年度 2017年度 2024年度 2028年度

サービス規模 155億円 2,564億円 5,154億円

➀土木・建築
＋➁点検

28億円
（18％）

1,410億円
（55％）

2,513億円
（49％）

➀＋➁
＋③物流

28億円
（18％）

1,440億円
（56％）

3,391億円
（66％）

建設分野におけるドローンの活用市場

※参考文献：春原久徳、青山祐介、ドローンビジネス調査報告書2024、インプレス総合研究所、2024年3月

ドローンサービス市場※の

50％以上が建設分野での活用

農業：108（70％）

その他サービス
：4（2％）

空撮：15（10％）

土木・建築
：23（15％）

点検：5（3％）
農業：527（21％）

その他サービス：379（15％） 空撮：90（3％）

土木・建築
：357（14％）

点検：1053（41％）

防犯：128（5％）

物流：30（1％）

農業：775（15％）

その他サービス：613（12％）

空撮：105（2％）
土木・建築
：425（8％）

点検：2088（41％）

防犯
：270（5％）

物流：878（17％）

※各サービス：億円（各年度における割合：％）
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年度 段階 国交省住宅局・国プロ 建築研究所 学術分野（日本建築学会）
産業分野

（日本建築ドローン協会）
2015 準備

2016

創成

・研究課題「RC造建築物の変状・損傷の
早期確認と鉄筋腐食の抑制技術等に関
する研究」実施：建築分野におけるド
ローン技術の導入、及び法12条第1項及
びH20年国交省告示第282号（建築物の
定期調査報告）に係る定期検査報告に
おける建物外皮の変状・損傷を早期・簡
便に確認する技術を開発

・UAVを活用した建築保全技術開発WG
設置

2017

・国交省建築基準整備促進事業T3「非
接触方式による外壁調査の診断手法及
び調査基準に関する検討」：ドローンを活
用した実証実験

・第1回建築ドローンシンポジウム企画開
催

・日本建築ドローン協会設立

2018

実証

・国交省建築基準整備促進事業T3「非
接触方式による外壁調査の診断手法及
び調査基準に関する検討」→「定期報告
制度における赤外線装置法による外壁
調査実施要領（案）」及び「ドローンを活
用した建築物調査 実施要領（案）」策定

・ドローン技術活用小委員会設置・活動
・災害調査におけるUAV利活用の可能
性検討WG設置
・第2回建築ドローンシンポジウム開催

・「建築物へのドローン活用のための安
全マニュアル」制定
・建築ドローン安全教育講習会開催
・「居住者から見た建築物調査時等のド
ローンの評価手法研究会報告書」公表

2019

・成長戦略実施計画：赤外線装置 を搭
載したドローンを外壁調査に使用可能か
を検討

・研究課題「建築材料の状態・挙動に基
づくRC造建築物の耐久性評価に関する
研究」実施：建築分野におけるドローン
技術の活用、及びドローンに関わる安全
技術・点検調査技術・災害調査技術・デ
ジタル技術の開発

・第3回建築ドローンシンポジウム開催 ・「建築ドローン標準業務仕様書(案)【点
検・調査編】」制定
・「建築ドローン安全教育講習レベル
アップ研修会」開催

2020
・NEDO事業「ドローン等を活用した建築
物の外壁の定期調査に係る技術開発」

・災害調査におけるドローン利活用検討
小委員会設置

・NEDO事業・近接調査用ドローンシステ
ム開発

2021
・赤外線装置を搭載したドローン等によ
る外壁調査手法に係る体制整備検討委
員会設置と外壁調査ガイドラインの検討

・日本建築学会大会研究協議会開催「ド
ローン技術の社会実装に向けて」

・ドローン×赤外線調査コンソーシアム
設置・活動

2022

・建築物の定期調査報告制度に関わる
告示改正（法12条）
・「定期報告制度における赤外線調査
（無人航空機による赤外線調査を含む）
による外壁調査ガイドライン」制定

・研究課題「建築物の安全・維持管理に
資するドローンを活用した建築保全技術
の開発」実施：①ドローンによる非接触
～微破壊調査技術開発

・「建築狭所空間ドローン利活用実施ガ
イドライン(案)」制定

2023

実装

・研究課題「建築物の安全・維持管理に
資するドローンを活用した建築保全技術
の開発」実施：①＋②四足歩行ロボット
に関わる技術開発＋③都市・建築にお
ける次世代エアモビリティの活用基盤の
創成

・第4回建築ドローンシンポジウム開催 ・JADA-JUIDA 「ドローン建築物調査安
全飛行技能者コース」設置

2024

・建築物の定期調査報告における調査
及び定期点検における点検の項目、方
法及び結果の判定基準並びに調査結果
表を定める件等の一部を改正

・空飛ぶクルマへの展開

建築分野における産官学領域のドローン環境整備の変遷（2016年～）

建築分野におけるドローン環境整備の変遷



国立研究開発法人 建築研究所 Building Research Institute 18

種類
既存
調査

ドローン
利用

法定点検 〇 －

安全点検 〇 △

計画点検 〇 ×

緊急点検 × 〇

建築分野におけるドローン環境整備と研究活動（2016年～）

ドローン飛行の安全運用技
術開発

➢ 2点係留方式によるドロー
ン飛行の安全管理方法

17
.3

m

14
.5

m

バルコニー

②③

終点

始点

①

2点係留方式
による飛行

国交省住宅・建築物技術高度
化事業

➢自動点検調査システム開発

距離推定自動飛行設定

ドローンによる中高層建築物
の維持管理技術

➢コストと調査・分析時間比較
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高所
作業 

ﾄﾞﾛｰﾝ
撮影

高所
作業 

ﾄﾞﾛｰﾝ
撮影

現場作業 分析作業

高解像度カメラ搭載ドローンに
よる建物点検調査

➢ 1億画素カメラを搭載したド
ローンによる点検調査

ドローンで撮影後の3D画像

拡大

ドローンによる俯瞰的撮影

➢飛行安定性と撮影精度

端島全景撮影時の飛行
安定性と撮影精度の検証

ドローンによる2D/3D画像
データの精度検証

ドローンによる外壁点検の実
証実験検証（2016年6月）

➢飛行安定性と撮影精度

国交省基準整備促進事業T3
（2017-2018年度）
➢非接触方式による外壁調

査の診断手法及び調査基
準に関する検討

ドローン搭載赤外線装置によ
るタイル張り試験体の欠陥部

ドローン電波調査

➢ドローン運用のための電波
環境測定方法の検討

各種電波環境調査機器
と調査の様子

ドローンによる建物の点検の
実装

➢各種点検におけるドローン
の利用の有効性

ArduPilotによるドローン技術
の構築

➢自律制御ローバー型、
VTOL型ドローンの開発

①ローバー
②回転翼
③VTOL機

➢建研・中野区・JADA・
JUIDAによる共同研究

➢ JADA-JUIDA 「ドローン建
築物調査安全飛行技能者
コース」設置

ドローンを用いた超高層建物
外壁点検調査

➢各種係留技術を利用したド
ローンの点検技術の実装

NEDO事業：ドローン等を活
用した建築物の外壁の定期
調査に係る技術開発

➢近接用ドローンシステム開
発

（一社）日本建築ドローン協
会の設立（2017年9月）

➢ 「建築物へのドローン活用
のための安全マニュアル」
の作成・改定

➢ 「建築ドローン標準業務仕
様書（案）【点検・調査編】」
の作成

➢ 「居住者から見た建築物調
査時等のドローンの評価
手法研究会報告書」の作
成

➢ 「建築ドローン安全教育講
習会」の実施

➢ 「建築ドローン安全教育講
習レベルアップ研修会」の
実施

➢建築ドローン関係の各種
委員会設置

➢建築ドローン関連の最新
技術セミナーの開催

➢ NEDO事業・ドローン開発

日本建築学会：UAVを活用し
た建築保全技術開発WG設
置（2016年4月）

➢技術的情報を収集・整理し，
既存UAVの性能や問題点
の把握，運用方法，並びに
技術的・法的側面からの適
用範囲等について検討

➢ 2017年度：第1回建築ド
ローンシンポジウムを企
画・開催

➢ 2018年度：「ドローン技術
活用小委員会」として研究
継続

➢ 2018年度：災害委員会「災
害調査におけるUAV利活
用の可能性検討WG」と連
携

➢ 2018年度：第2回建築ド
ローンシンポジウムを開催

➢ 2019年度：第3回建築ド
ローンシンポジウムを開催

➢日本建築学会：2021年度
研究協議会開催「ドローン
技術の社会実装に向けて」

ドローン技術の動向、ドロー
ン活用における安全確保、施
工管理・外壁調査・建築設
備・災害分野へのドローン活
用と課題について成果発表

➢ 2023年度：第4回建築ド
ローンシンポジウムを開催

ドローン制御・情報セキュリ
ティに関する研究

➢ドローンの乗っ取り、情報
漏洩対策

ドローン

プロポ 制御用PC

GPS

映像確認用
モニター

学術：日本建築学会 建築研究所としての研究活動国：事業 産：日本建築ドローン協会

A.建物点検調査に関わるドローン技術の開発（屋外空間）

建物外壁へのドローン利用の安全技術のあり方：係留装置の利用など

・建築物の定期調査報告制
度に関わる告示改正（法12
条）

・「定期報告制度における赤
外線調査（無人航空機によ
る赤外線調査を含む）による
外壁調査ガイドライン」制定
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B.建物調査（屋内） C.災害調査に関わるドローン技術の開発 D.ドローンに関わるデジタル技術の開発

ドローンに関わる関連技術として派生

建物狭所空間におけるマイクロド
ローン活用（2018年）

➢ 市販マイクロドローン予備調査

マイクロドローンで撮影した
天井裏の状況

マイクロドローン →

建築狭所空間の点検調査を可
能とするマイクロドローンの技術
開発と社会実装

➢マイクロドローン飛行性能試
験用模擬空間モデルの開発

日本建築ドローン協会・建築狭所
空間ドローン利活用WG設置

➢ マイクロドローンに関わるアン
ケート調査を実施

➢ 「建築狭所空間ドローン利活用
実施ガイドライン(案)・同解説」
制定

建築狭所空間におけるドローンの
飛行性能試験

➢ 屋内空間寸法とマイクロドロー
ンの影響に関する性能評価

マイクロ
ドローン

被災建物へのドローンによる調査
方法の検討

➢建物の傾き測定、VRの活用

VRゴーグルを使用した構造
躯体のひび割れ状況の確認

VRゴーグル
調査者

ドローン操縦者

ドローン

災害廃棄物等を用いたリサイクル
コンクリートの実用化

➢ 3Dレーザースキャナーの活用

ドローン

コンクリー
トがらの
体積計算

ドローンを活用した建物被害状況
収集システム

➢被害地域の巡回システム開発
及び建物の被害状況把握

災害を想定したドローン飛行実験

災害対策本部

飛行ルート

撮影状況

ドローンを活用した建物被害状況
収集システム
➢ドローン撮影によるAI差分解析

によるブルーシート検出

ブルーシートの検出状況

建物被害状況把握のための災
害支援ドローンシステム開発

➢親機・子機の複合ドローン開
発とつくば市との共同実施

AIドローンを用いた建物調査の
性能検証

➢壁面調査へのSkydio 2による
AI自動認識・自動飛行と3D
キャプチャによる壁面撮影確
認状況

建設作業型ロボットハンド×AI×
ドローンシステムの開発

➢ドローンにロボットハンドを搭
載し、カメラによるAI画像認識
により作業を行う技術開発

MRを活用したドローン飛行管理
システムの開発

➢仮想3Dメッシュホログラムを
用いた点検調査効率化技術

HoloLensによりルートの可視化
人接近時にAI認識・

制御によりドローンを制御

AI×ドローンのハイブリッド型自
動制御システム

➢ スマートフォンによるAI画像認
識によりドローンを制御

建築研究所としての研究活動

建築分野におけるドローン環境整備と研究活動（2016年～）
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建築ドローンの社会実装を実現化するための研究テーマ

人材育成（民間連携）

開発：ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾂｲﾝ空間

開発：デジタル空間

開発：現実空間

ルール：指針
（国・民間連携）

ドローン職種（民間連携）

ドローン活用 屋外利用 屋内利用

建築分野における産官学領域のドローン環境整備構築

PLATEAUドローンフライトシミュレーター開発

MR(複合現実)を適用したドローンによる外壁点検技術開発

【非接触式】超高解像度カメラによる効率的調査法開発

【非接触式】係留式ドローンによる外壁調査技術開発

【破壊式】接触・微破壊式調査用ドローン技術開発

建築分野におけるドローンキャリアマップの開発

建築狭所空間調査フライトシミュレーター開発

マイクロドローン用模擬狭所空間モデル開発

実建物狭所空間でのマイクロドローン性能検証

JADA建築ドローン安全教育講習会
JADA-JUIDAドローン建築物調査安全飛行技能者コース

JADA「建築狭所空間ドローン利活用
実施ガイドライン(案)・同解説」制定指針・ガイドライン作成の検討

狭所空間調査のドローン管理者・操縦者育成

R３年度：外壁調査ガイドライン（12条点検）

＜研究の流れ＞
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既存職種
ドローン

アンカーボルト
検査士

ドローン
擁壁
調査士

施工管理設計

技能職周辺分野

ドローン
解体工事
管理技士

ドローン
防犯

コンサルタント

ドローン
ボイラー
設備点検士

ドローン
吹付塗装工

ドローン
洗浄工

ドローン
ソーラーパネル
点検士

ドローン
電気工事施工
管理技士

ドローン
警備オペレーター

ドローン
建築施工
管理技士

ドローン
内装検査士

ドローン
防災設備
検査士

ドローン
害虫駆除

オペレーター

ドローン
鉄骨溶接部
検査士

ドローン
建設機器
指導員

ドローン
建材品質
管理士

ドローン
楊重作業
技能士

ドローン
インストラクター

ドローン
フライヤー派遣

ドローン
土地家屋調査士

ドローン
狭隘部
点検士

ドローン
クレーン
点検士

ドローン
防水作業
技能士

ドローン
配筋検査士

ドローン
測量士

ドローン
土木施工
管理技士

ドローン
造園管理士

ドローン
ガス設備
検査士

ドローン
近隣家屋
調査士

ドローン
管工事施工
管理技士

ドローン
外壁赤外線
検査士

ドローン
昇降機設備
検査士

ドローン
舗装管理士

ドローン
緑化管理士

ドローン
建設

コンサルタント

ドローン
外壁打音
検査士

測量

周辺調査

外構
施工管理

設備
工事

建築
工事

設備
施工管理

人材

建設
コンサル

教育
・資格

点検・修繕
解体

工具・建機
開発者

建築
施工管理

建築ドローンキャリアマップ（工種区分）

➀建築分野におけるドローンキャリアマップの開発

Grade 1
現在実用化されているドローン職種、または
既存技術で可能な職種

Grade 2
データ収集機能（カメラ等）は目視代替、可搬
機能は非接触にてドローンを活用する職種

Grade 3
データ収集機能（カメラ等）は計測、可搬機
能は接触にてドローンを活用する職種

グレードの定義

職種名 未来職種

職種名
求人はないが実用化
されている建築ドローン職種

職種名 求人のある建築ドローン職種

職種名 既存職種 
(従来の職種)

【凡例】

建築分野におけるドローンに関
わる新たな職種に対する雇用者
の地位向上、雇用環境を整備す
るために、将来のキャリアのあり
方と方向性を「建築ドローンキャリ
アマップ」として示した。

研究
概要
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LODレベルと特徴
PLATEAU
環境データ

ドローンによる建物調査
における用途

研究
開発項目

LOD1
建物
＋高さ情報

整備
建物外壁における飛行
ルート確認等

－

LOD2
LOD1
＋屋根形状

整備
＋建物外装（外壁・屋
根）における飛行ルート
確認等

基準

LOD3
LOD2＋外構
（開口部）

一部整備
＋建物外装における
（目視）調査等

開発

LOD4
LOD3＋室内
（BIM/CIM）

未整備
＋建物内装における
（目視）調査等

－

3D都市モデルのLODと建物調査との関係

• FBX形式ファイルのダウンロード(G空間情報センター)

・FBXファイルをゲーミングエンジン上に配置

・原点への移動とスケールの検討
・ポリゴンリダクション

• LOD3以上のデータ等の独自データの追加
• 原点やスケール、テクスチャ情報の整理

・プロポによる操作が可能なコントローラ設定

• 高度の表示など画面UIのデザイン及び実装

独自データの重畳

3D都市モデル
データの用意

モデルデータの
読み込み

モデルデータの最適化

インタラクティブ機能
実装

UI開発

シミュレーション機能
実装

• 必要に応じて追加シミュレーション機能開発

PLATEAUデータのシミュレーターの活用フロー

➁PLATEAUドローンフライトシミュレーター開発

ドローンの目視内飛行による外壁調査例

VR装着による
ドローン操縦状況

ドローンの離陸状況

人口集中地区でのドローン飛行の性能検証研究
概要
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外壁点検におけるMRを適用したドローンの飛行精度の確認状況

GPS制御
ドローン

HoloLensにより
ルート設定と可視化

ルーター

MR可視化用PC

ドローン管理用PC

HoloLens内でドローンの飛行
ルートを確認・操縦する様子

HoloLens

③MR（複合現実）を適用したドローンによる外壁点検技術開発

壁面前にHoloLensを通して仮想の3Dメッシュホログラムによるドローンの
飛行ルートを表示し、点検時のドローンの飛行精度をGPS位置情報により視
覚的かつ定量的に把握可能なMR技術を開発した。

研究
概要
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➃【非接触式】係留式ドローンによる外壁調査技術開発

「定期報告制度における赤外線調査（無人航空機による赤外線調査を含む）
による外壁調査ガイドライン」におけるドローンによる各種係留装置の分類※

1点係留装置 2点係留装置 多点係留装置

※日本建築防災協会

外壁点検・調査において、ドローンを安全に利用するための装置として各
種係留技術を提案し、各種係留装置における適用範囲、並びに実建物を
利用した場合の性能について検討を行った。

研究
概要
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名称
画素

（億画素）
焦点距離：mm
（35㎜換算）

画像解像度
(mm/pix)

撮影範囲：m
（幅×高さ）

ドローン
搭載

①2000万画
素カメラ

0.2 24 1.5 ７.７×5.8

②1億画素
カメラ

1 24 0.5 5.8×4.4

ドローン
非搭載

③1億画素
スマホ

1 24 0.7 8.4×6.3

④1.5億画素
カメラ

1.5 15 0.8 11.3×8.5

使用したカメラの基本性能

ドローン
搭載

最小検出
精度(mm)

クラックスケール
撮影写真

ドローン
非搭載

最小検出
精度(mm)

クラックスケール
撮影写真

①2000万
画素
カメラ

2以上
③1億
画素

スマホ
2以上

②1億
画素
カメラ

0.4
④1.5億
画素
カメラ

0.4

使用したカメラの精度結果（離隔距離5m）

⑤【非接触式】超高解像度カメラによる効率的調査法開発

ドローンによる高精度、広範囲の点検調査方法の検討研究
概要

1.5億画素カメラ2台での写真合成（角度0度，幅10.6m）

1.5億画素カメラ2台での写真合成（角度15度，幅15.9m）
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➅【破壊式】接触・微破壊式調査用ドローン技術開発

建築研究所、東京理科大学、西武建設との共同研究

【各種目的に応じた活用】

開発したドローンとドリルによる壁面削孔状況

接触・(微)破壊作業を可能とするドリルを搭載しドローンを設計・開発し、RC造壁
面へのドローンの固定方法、加圧方法、ドリル削孔の可否について実証実験に
より性能検証を行った。

研究
概要

最終目的（多用途）

・樹脂注入、アンカー固定等
・コンクリートの強度測定、
中性化深さ等

・その他工事、耐久性評価
技術への適用と応用展開
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➆建築狭所空間におけるマイクロドローンの性能検証

マイクロドローンを用いて建築狭所空間（天井裏等）における変状・損傷の確認と飛行
性能の検証をするとともに、 （一社）日本建築ドローン協会「建築狭所空間ドローン利活
用実施ガイドライン(案)・同解説」を制定した。

研究
概要

仮想空間内に狭所空間モデルを作成し、ドローンを飛行させた状況

マイクロドローン

マイクロドローンで撮影した天井裏の壁面漏水状況

（一社）日本建築ドローン協会
「建築狭所空間ドローン利活用実施
ガイドライン(案)・同解説」制定、2022年11月

（産業用FPV）マイクロドローン
①狭所空間内に導入・飛行可能なドローンであること
②機体に撮影用カメラが搭載されていること
③ＦＰＶ（ゴーグルもしくはモニター）撮影が可能であること
④機体に5.7GHz帯画像伝送システムを具備していること

建築狭所空間（狭隘部）
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ドローンを活用した建築物点検・調査等において、多様な要求条件（調査精度等）に対応
するため、十分な安全対策※1,2を講じたうえで、「操縦技能・ドローン技術」と「管理水準」の
バランスを考慮した業務プロセスを検討することが重要となる。

今後の課題

Y
1
:操

縦
能

力

X:ドローンの技術 X:ドローンの技術

Y
2
:管

理
の

多
様

化

＋
ドローンの
制御技術

操縦者の
技能※1

管理者※2の
管理水準

業務 ≒

※2 ドローンによる建築物点検・調査の管理（例：JADA建築ドローン飛行管理責任者）

※1 国土交通省ホームページ
「無人航空機の飛行の安全に関する教則」

※2 （一社）日本建築ドローン協会
建築ドローン安全教育講習会・教材
「建築物へのドローン活用のための安全マニュアル」
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